
地方交付税の確保に関する要請

平成１６年１２月１４日

地 方 六 団 体

平成１６年度予算においては、地方交付税が大幅に削減されるなど国の対

応が全く不誠実であったため、地方の信頼を損ねる結果となったところであ

る。平成１７年度においては、１６年度の轍を踏まぬよう、国は誠実に対応

し、理不尽なことは慎み、国と地方の信頼関係の構築に努めるべきである。

よって、次の事項を要請する。

１ 平成１７年度の地方交付税総額は、１６年度以上の額を確保すべき

(1) 平成１６年度の地方交付税は、過去の国による景気対策などに伴い発行

した地方債の元利償還がピークに達しつつあり、本来、地方交付税が増額

されてしかるべきであるにも関わらず、理不尽にも大幅な削減が行われた

ところ。こうした事情に鑑み、平成１７年度の地方交付税総額は、少なく

とも平成１６年度以上の額を確保すべきであること。

(2) 税源移譲に伴い財政力格差が拡大する財政力の弱い地方団体に対して

は、地方交付税の財源調整、財源保障を強化して対応する必要があること

から、地方財政全体としても、個別の地方団体においても、地方交付税の

所要額を必ず確保すること。

(3) 地方財政計画において財源不足を算定するに当たっては、地方税を過大

見積もりするが如きことは厳に慎しむこと。

(4) 地方交付税を政府の政策誘導の手段として用いることは、今後、順次縮

小すること。併せて、新たにこうした制度を設けたり、拡大したりしない

こと。



２ 定率減税の縮小が行われた場合に適切な対応をすべき

(1) 個人所得課税の定率減税の縮小が行われた場合、個人住民税が増収とな

るが、この増収分は、まず減税補てん債を廃止するなど補てん措置の解消

に充当すべきものであること。

(2) 定率減税の縮小による所得税の増収分を、年金財源（基礎年金の国庫負

担の引上げ）に充当することを検討中と聞くが、この増収分の３２パーセ

、 。ントについては 当然に地方交付税原資に充当されるべきものであること

３ 地方六団体の参画により、地方財政計画を適正に策定すべき

(1) 地方財政計画と決算との乖離に関し、投資的経費の削減を行うのであれ

ば、併せて経常的経費の増額も同時一体的に是正すること。

「 」(2) 地方財政に関する予見可能性を向上させるため 中期地方財政ビジョン

を地方六団体の参画を得て策定すること。

(3) 地方財政計画の策定プロセス及び地方交付税の算定のプロセスへの地方

六団体の参画を早急に具体化すること。


